別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名:　新　戸別所得補償経営安定推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2848）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：180,000千円（前年度予算額：　0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　土地利用型農業について、今後５年間に高齢化等で大量の農業者が急速にリタイアすることが見込まれる中、効率的かつ安定的な経営体を育成・確保していくためには、農作業や農業経営を効率化するための農地の利用集積が不可欠であります。そのため、集落での徹底的な話し合いに基づき、地域の中心となる経営体など地域農業のあり方等を定めた地域農業マスタープランの作成を支援し、その経営体へ農地の集積が円滑に進む仕組みを構築し、経営体の経営安定確保を図ります。
	２　所要経費


（１）戸別所得補償経営安定推進事業費　　　179,600千円

　　①地域農業マスタープラン作成事業　33,600千円

　　　　市町村が、集落レベルでの話し合いに基づき、地域の中心となる経営体（個人、

法人、集落営農）、そこへの農地の集積など地域農業のあり方等を記載した地域農
業マスタープランを作成するための取組に対して支援。
　　②農地集積協力金　146,000千円

　　　　土地利用型農業からの経営転換、相続、高齢によるリタイア等を契機として（遊
休農地を保有しているものを除く）、農地利用集積円滑化団体等を通じて、地域農
業マスタープランに位置づけられた地域の中心となる経営体に農地が集積される
ことが確実に見込まれる場合や、中心となる経営体の農地を連坦化させようとす
る場合等に、それに協力する者に対して農地集積協力金を交付。
　　（0.5ha以下：30万円/戸、0.5ha超2.0ha以下：50万円/戸、2.0ha超：70万円/戸）
※協力する農業者が保有する農業用機械を処分する場合には、市町村に対し上記の基準で配
分し、市町村は配分された金額の範囲内で単価を決定し、協力者に交付。
（２）戸別所得補償経営安定推進事務費　　　400千円

　　①県事業推進事務費　400千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
○農業の担い手を育成・確保する

（１）経営規模拡大や経営感覚に優れた経営体を育成する
　　・認定農業者等を地域農業の担い手として位置づけ、農地の利用集積を促進

する。

	２　これまでの取組状況


効率的かつ安定的な農業経営体への農地の集積、特に面的にまとまった形での利用集積を促進するため、関係機関及び関係団体（農地利用集積円滑化団体等）と連携し、利用権設定等促進事業や農地利用集積円滑化事業等の農地流動化施策の活用により、農地の利用集積を促進。

＜担い手が担う水田の面積割合：３２％（平成21年度）＞

	３　これまでの取組に対する評価


岐阜県農業経営基盤強化促進基本方針では、平成32年度における担い手が担う水田の面積割合を６０％とする目標を掲げており、農地の利用集積を進めてきている。今後は、さらなる農地集積の動きを加速させるために、農地利用集積円滑化団体等を通じた農地利用集積のための活動を、農地の受け手、農地の出し手の両面から支援し、農地流動化が進みやすい体制づくりを進め、農地集積を一層促進する必要があると考えています。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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